




実であった。

令和3年8月1日、 Xは、 本件総会の決議の取消しを求めて、 京都地裁に提訴した。

Xとしてはどのような主張を行うべきか、 また、 その訴えが認容されるべきかにつき、

述べなさい。(40点）

〔 2 〕 大阪市に本店を置くX株式会社（以下、「X社」という。）は、 古紙のリサイ

クルを主な事業内容とする公開会社であるが、 大会社でも上場会社でもない。 X社は、

監査役設置会社であり、 種類株式発行会社ではない。 X社の発行可能株式総数は2万

株であり、 その発行済株式総数は1万株である。 X社の筆頭株主は、 製紙業を営むY

株式会社（以下、「Y社」という。）であり、 Y社は、 X社の株式の35％を保有して

いる。 X社とY社は、 かねてより提携関係にあるが、 このところ、 Y社はX社に対し

て複数の取締役の受入れやY社にとって有利な取引条件の改定を求めるなどその要求

を強めている。 Y社の要求を過大なものと感じ、 経営の自由度を高めたいX社代表取

締役Aは、 製紙業を営むz 株式会社（以下、「 z 社」という。）との提携を視野に入れ、

z社を単独の引受人とする募集株式6000株の発行を行うこととした（以下、「本件新

株発行」という。）。 令和4年1月10日、 X社は、 その取締役会決議を経て、 本件新

株発行に関する公示（以下、「本件公示」という。）を行った。 本件公示では、 本件新

株発行の発行価額は、 1株9500円とされ、 また、 その払込期日は、 同年1月26日と

定められるとともに、 その発行目的は、 設備のリニュ ー アルとされた。 なお、 X社株

式の本件新株発行前の公正な価格は、 1株l万円であった。 同年1月26日、 Z社は、

x社の了解のもと、 本件新株発行につき、 1株8000円で 6000株相当の払込を終え、

資本金増加の登記がなされた。 同年3月20日、 Y社は、 本件新株発行の実際の払込

金額が、 1株8000円であることを知った。

令和4年4月10日、 Y社は、 本件新株発行の無効の訴えを大阪地裁に提起した。

その訴えが認容されるべきかにつき、 述べなさい。(40点）
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